
日 時

場 所

証券コード：9799

第60回
定時株主総会
招集ご通知

2022年6月23日（木曜日）
午前10時（受付開始午前9時）

東京都千代田区丸の内一丁目７番12号
サピアタワー
ステーションコンファレンス東京
５階 501

議決権行使期限
2022年6月22日（水曜日）午後6時まで

＜新型コロナウイルスに関するお知らせ＞
株主総会にご出席される株主様は、株主総会開催日

時点での流行状況やご自身の体調をお確かめのうえ、
ご来場賜りますようお願い申し上げます。また、株主
総会会場において、感染予防のための措置を講じる場
合がありますので、ご協力いただきますようお願い申
し上げます。
株主総会運営上の詳細につきましては、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.aiskk.co.jp/）に掲載させて
いただきます。
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創業の精神

約束はきちっと果たす

決して迷惑はかけない

礼儀を重んじ

感謝の心を失わず

謙虚で素直に周囲の言葉を受けとめる

社是

旭情報サービスは
生き生きとした人づくりに基づき

創意工夫とたゆまぬサービス改善により
情報社会の健全な発展に貢献します。

企業理念

ICT社会の発展を価値ある「サービス」と「人」で支える
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証券コード 9799
2022年６月７日

株 主 各 位
東京都千代田区丸の内一丁目７番12号

サピアタワー11階

代表取締役社長 田 中 博
第60回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第60回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の

株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６
月22日（水曜日）午後６時までに到着するよう、折返しご送付くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

１．日 時 2022年６月23日（木曜日）午前10時 （受付開始午前９時）
２．場 所 東京都千代田区丸の内一丁目７番12号

サピアタワー ステーションコンファレンス東京 ５階 501
３．目 的 事 項
報 告 事 項 第60期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告および計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役９名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（お願い）
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資源節約のた
め、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。
（お知らせ）
◎法令および定款第15条の規定に基づき、次の項目につきましてはインターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.aiskk.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
従いまして、本招集ご通知の提供書面は、監査報告を作成するに際し、監査役および会計監査人が監査をした
対象の一部であります。
①事業報告のうち「業務の適正を確保するための体制」

「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」
②計算書類のうち「個別注記表」
◎株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、書面による通知、またはインター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.aiskk.co.jp/）に掲載させていただきます。
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
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議決権行使のご案内

①ご出席いただく場合

会場へご持参ください

【株主総会開催日時】 【行使期限】

ご郵送ください

②ご出席いただけない場合

株主総会における議決権は、株主の皆様が当社の経営に参加できる重要な権利です。
以下をご参照のうえ、いずれかの方法でご行使くださいますようお願いいたします。

同封の議決権行使書用紙をご持参のうえ、会場受付に
ご提出ください。

※受付開始：午前9時

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入
のうえ、ご投函ください。

2022年6月23日(木曜日)午前10時 2022年6月22日(水曜日)
午後６時到着分まで
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第１号議案 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとしており、経営基盤の
強化と長期的な収益の向上を維持するとともに、配当につきましては安定的かつ継続的に行
うことを基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、2022年８月７日をもちまして創立60周年を迎えること
から、記念配当を加え、以下のとおりといたしたいと存じます。
① 配当財産の種類
金銭

② 配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金 23円50銭
（うち、普通配当20円50銭・記念配当3円00銭）
配当総額 182,652,881円

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月24日

2022年05月24日 16時57分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 4 ―

第２号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第1条ただし書きに規定す
る株主総会資料の電子提供制度の施行日が2022年9月1日とされたことに伴い、株主総会参
考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨および書面交付請求をした株主に
交付する書面に記載する事項の範囲を限定することができる旨を設けるものであります。
また、現行の株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定は不要となる

ため、これを削除するとともに、これらの変更に伴う効力発生日等に関する附則を設けるも
のであります。

２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総

会参考書類、事業報告、計算書類に記載ま
たは表示をすべき事項に係る情報を、法務
省令に定めるところに従いインターネット
を利用する方法で開示することにより、株
主に対して提供したものとみなすことがで
きる。

（削除）

（新設）

（電子提供措置等）
第15条（１）当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類等の内容である情報に
ついて、電子提供措置をとるものとす
る。

（２）当会社は、電子提供措置をとる事項の
うち法務省令で定めるものの全部また
は一部について、議決権の基準日まで
に書面交付請求した株主に対して交付
する書面に記載しないことができる。
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（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案

（新設）

（附則）
（１）変更前定款第15条（株主総会参考書類等のイ

ンターネット開示とみなし提供）の削除および
変更後定款第15条（電子提供措置等）の新設
は、2022年９月１日から効力を生ずるものと
する。

（２）前項の規定にかかわらず、2023年２月末日ま
での日を株主総会の日とする株主総会について
は、変更前定款第15条（株主総会参考書類等
のインターネット開示とみなし提供）はなお効
力を有する。

（３）本附則は、2023年３月１日または前項の株主
総会の日から３か月を経過した日のいずれか遅
い日後にこれを削除する。
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第３号議案 取締役９名選任の件
取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体

制の一層の強化を図るため、取締役を1名増員することとし、取締役９名の選任をお願いしたい
と存じます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位・担当 取締役会／出席回数

１
たなか ひろし
田中 博 再任 代表取締役社長 100％

（11回／11回）

２
はまだ ひろのり
濵田 広徳 再任 常務取締役 100％

（11回／11回）

３
みやした はやと
宮下 勇人 再任 取締役（人事部長兼人材開発室長） 100％

（11回／11回）

４
みずの しんいち
水野 伸一 再任 取締役（営業統括部長兼経営企画室

長兼技術企画室長）
100％

（11回／11回）

５
たかはし あきちか
髙橋 章近 再任 取締役（財務経理部長兼ＩＲ室長） 100％

（11回／11回）

６
たも よしゆき
田茂 義之 再任 取締役（総務部長兼広報室長） 100％

（9回／9回）

７
みずしま かつのり
水島 克典 新任 中部支社長 ―

８
いわた もりひろ
岩田 守弘 再任

社外
独立

取締役 100％
（11回／11回）

９
ひしやま れいこ
菱山 玲子 再任

社外
独立
女性

取締役 100％
（11回／11回）
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候補者番号

１ たなか ひろし

田中 博 1949年８月２日生
再任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1972年４月 郵政省入省
2000年６月 郵政省 関東郵政局長
2002年８月 ㈶郵便貯金振興会（現(一財)ゆうちょ財団）理事
2005年６月 当社取締役経営企画室長
2006年６月 当社代表取締役社長（現任）
■所有する当社の株式数 73,858株
■取締役候補者とした理由

候補者は、長年にわたり当社の代表取締役を務め、経営全般に関して豊富な経験と実績を有しております。
候補者のこれまでの経験および見識は、当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役としての選任を
お願いするものであります。

候補者番号

２ はまだ ひろのり

濵田 広徳 1961年３月27日生
再任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1985年４月 当社入社
1998年５月 当社事業本部西日本業務サービス部長
1999年１月 当社人事部長
1999年６月 当社取締役
2002年４月 当社大阪支社長
2004年７月 当社総務部長兼広報室長
2007年６月 当社経営企画部長
2010年６月 当社人事部長兼人材開発室長
2017年１月 当社常務取締役（現任）

当社総務・広報担当
2020年９月 当社総務部長兼広報室長
2021年１月 当社総務・広報担当
■所有する当社の株式数 7,838株
■取締役候補者とした理由

候補者は、当社事業における幅広い領域で責任者を歴任し、豊富な経験と実績を有しております。候補者の
これまでの経験および見識は当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いする
ものであります。
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候補者番号

３ みやした はやと

宮下 勇人 1967年２月２日生
再任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1985年３月 当社入社
2003年４月 当社横浜支社長
2014年６月 当社取締役（現任）

当社総務部長兼広報室長
2017年１月 当社人事部長兼人材開発室長（現任）
■所有する当社の株式数 15,817株
■取締役候補者とした理由

候補者は、営業部門で培ってきた豊富な経験と実績を有しており、支社や総務、人事部門の責任者を歴任し
てまいりました。候補者のこれまでの経験および見識は、当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締
役としての選任をお願いするものであります。

候補者番号

４ みずの しんいち

水野 伸一 1966年２月26日生
再任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1986年３月 当社入社
2003年４月 当社中部支社長
2015年６月 当社取締役（現任）

当社営業統括部長兼経営企画室長兼技術企画室長（現任）
■所有する当社の株式数 8,744株
■取締役候補者とした理由

候補者は、営業部門で培ってきた豊富な経験と実績を有しており、支社や経営企画部門の責任者を歴任して
まいりました。候補者のこれまでの経験および見識は、当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役
としての選任をお願いするものであります。
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候補者番号

５ たかはし あきちか

髙橋 章近 1960年10月18日生
再任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1983年４月 日新製糖㈱入社
2007年１月 当社入社
2008年７月 当社人事部次長
2014年６月 当社大阪支社長
2017年１月 当社総務部長兼広報室長
2017年６月 当社取締役（現任）
2018年６月 当社財務経理部長兼ＩＲ室長（現任）
■所有する当社の株式数 8,044株
■取締役候補者とした理由

候補者は、人事部門で培ってきた豊富な経験と実績を有しており、支社や総務、財務・経理部門の責任者を
歴任してまいりました。候補者のこれまでの経験および見識は、当社の経営に活かせるものと判断し、引き続
き取締役としての選任をお願いするものであります。

候補者番号

６ たも よしゆき

田茂 義之 1970年８月２日生
再任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1992年３月 当社入社
2010年４月 当社東京支社長
2021年１月 当社総務部長兼広報室長（現任）
2021年６月 当社取締役（現任）

■所有する当社の株式数 2,434株
■取締役候補者とした理由

候補者は、営業部門で培ってきた豊富な経験と実績を有しており、支社や総務部門の責任者を歴任してまい
りました。候補者のこれまでの経験および見識は、当社の経営に活かせるものと判断し、引き続き取締役とし
ての選任をお願いするものであります。
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候補者番号

７ みずしま かつのり

水島 克典 1974年８月26日生
新任

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1997年４月 当社入社
2015年６月 当社中部支社長（現任）
■所有する当社の株式数 6,387株
■取締役候補者とした理由

候補者は、ＩＴエンジニアとして培ってきた豊富な経験と実績を有しており、アウトソーシング事業や支社
の責任者を歴任してまいりました。候補者のこれまでの経験および見識は、当社の経営に活かせるものと判断
し、取締役として選任をお願いするものであります。

候補者番号

８ いわた もりひろ

岩田 守弘 1943年６月４日生
再任 社外 独立

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1966年４月 日本国有鉄道入社
1991年６月 日本テレコム㈱（現ソフトバンク㈱）取締役総務部長
2000年６月 同社専務取締役社長室長
2005年７月 ㈱ジェイアール東日本ビルディング 代表取締役社長
2014年６月 同社相談役
2015年６月 当社取締役（現任）
■所有する当社の株式数 7,460株
■社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
候補者は、長年にわたり他社の経営に携わり、経営者としての豊富な経験と見識を有しております。これま

での経験と見識をもとに、当社の経営に対する公正かつ客観的な助言をいただくなど、社外取締役として業務
執行に対する監督等適切な役割を果たしていただいております。引き続き、当社のコーポレート・ガバナンス
のさらなる強化や中長期的な企業価値の向上のため、経営全般にわたる適切な監督や有益な助言をいただける
ことを期待し、社外取締役候補者とするものであります。
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候補者番号

９ ひしやま れいこ

菱山 玲子 1964年４月29日生 再任 社外 独立 女性

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
1988年４月 ㈱三井銀行（現㈱三井住友銀行）入行
1991年１月 日本テレコム㈱（現ソフトバンク㈱）入社
2005年４月 京都女子大学

現代社会学部現代社会学科助教授
2007年４月 早稲田大学理工学術院

創造理工学部経営システム工学科准教授
創造理工学研究科経営システム工学専攻准教授

2012年４月 早稲田大学理工学術院
創造理工学部経営システム工学科教授（現任）
創造理工学研究科経営システム工学専攻教授（現任）

2019年６月 当社取締役（現任）
2021年６月 ソフトバンク㈱ 社外取締役（現任）
■所有する当社の株式数 2,862株
■社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要
候補者は、社外役員以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、長年にわたり大学の教授を務め
られ、先端技術など経営システム工学分野における専門的な知見を有しております。これまでの経験と知見を
もとに、当社の経営に対する公正かつ客観的な助言をいただくなど、社外取締役として業務執行に対する監督
等適切な役割を果たしていただいております。また、女性活躍の推進においても積極的に意見を述べていただ
いております。引き続き、当社のコーポレート・ガバナンスのさらなる強化や中長期的な企業価値の向上のた
め、当社の経営に対する適切な監督や専門的な知見を活かした有益な助言をいただけることを期待し、社外取
締役候補者とするものであります。

（注）１．各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．岩田守弘氏および菱山玲子氏は、社外取締役の候補者であります。
３．社外取締役としての独立性および責任限定契約について
（1）社外取締役候補者の独立性

① 当社は、岩田守弘氏および菱山玲子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出
ております。

② 岩田守弘氏および菱山玲子氏は過去10年間に当社または当社の特定関係事業者の業務執行者も
しくは役員となったことはありません。

③ 岩田守弘氏および菱山玲子氏は当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産
を受ける予定はなく、また、過去２年間に受けていたこともありません。

④ 岩田守弘氏および菱山玲子氏は当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配
偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

⑤ 岩田守弘氏は当社の現任の社外取締役でありますが、在任年数は、本総会終結の時をもって、
７年となります。

⑥ 菱山玲子氏は当社の現任の社外取締役でありますが、在任年数は、本総会終結の時をもって、
３年となります。
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（2）社外取締役との責任限定契約について
当社は岩田守弘氏および菱山玲子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。両氏の再選が承認された場合には、
両氏との当該契約を継続する予定であります。
なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める額としております。

４．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、各候補者は当該保険契約の被保険者
となります。なお、当該保険契約の内容の概要等は事業報告20ページをご参照ください。また、次
回更新時には同様の内容での更新を予定しております。

５．各候補者の所有する当社株式の数は、株主総会参考書類作成日（2022年５月20日）現在の株式数
を記載しております。また、旭情報サービス役員持株会における本人持分を含めて記載しておりま
す。

以 上

【ご参考】取締役会のスキルマトリックス

氏名
専門性と経験

企業経営 情報／
通信

営業／
事業戦略

人事／人材／
労務

法務／
リスクマネジ
メント

財務会計 他業種知見

田 中 博 ○ ○ ○

濵 田 広 徳 ○ ○ ○

宮 下 勇 人 ○ ○

水 野 伸 一 ○ ○

髙 橋 章 近 ○ ○

田 茂 義 之 ○ ○

水 島 克 典 ○ ○

岩 田 守 弘 ○ ○

菱 山 玲 子 ○ ○

上 関 孝 昭 ○ ○

三 浦 州 夫 ○ ○

清 水 万里夫 ○ ○

久 保 英 資 ○ ○

（注） 本表は各取締役・監査役が有するすべての知見や経験を表すものではなく、特に専門性が高いスキルを
記載しております。
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（提供書面）
事業報告（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

１．会社の現況
（1）当事業年度の事業の状況
① 事業の経過および成果
（経済環境）

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染拡大により特定地域を対
象とした緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の発出と解除に伴う経済活動の制限と緩
和が繰り返され、全般的に厳しい状況で推移しました。ワクチン接種の促進や社会全体
での感染予防対策の効果により、経済活動が正常化に向かったことで、企業収益や雇
用・所得情勢に加え個人消費にも持ち直しの動きがみられるなど、景気回復への期待が
ありました。しかしながら、先行きにつきましては、感染再拡大やインフレ圧力に加え
ウクライナ情勢をめぐる経済への影響懸念により、極めて不透明な状況にあります。

（業界環境）
情報サービス産業におきましては、ＩｏＴ、ＡＩを活用したＩＴサービスの進展、ク

ラウドサービスやセキュリティ対策、ＲＰＡ等の需要に加え、テレワーク環境の整備・
強化に向けた需要も底堅く推移しました。また、企業等のＩＴ投資は慎重な姿勢ながら
も回復傾向にありましたが、既存システムにおけるＩＴサービスに対するコスト抑制姿
勢は根強く、当社を取り巻く環境は厳しさが継続しました。

（当社の取組みと業績）
このような情勢の下、当社ではテレワーク対応や提案活動の継続強化により、顧客と

の綿密なコミュニケーションを図り、新規案件の獲得や既存案件の追加受注に注力しま
した。
当事業年度の経営成績は、売上高12,971百万円（前期比5.6％増）、経常利益1,265

百万円（前期比2.5％増）、当期純利益863百万円（前期比2.3％増）となりました。
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部門別の概況は、次のとおりであります。

（ネットワークサービス部門）
アウトソーシング案件の取引拡大を図るとともに、顧客への提案活動を強化し、案件

の早期受注に注力した結果、売上高は10,555百万円（前期比7.4％増）となりました。

（システム開発部門）
業務系アプリケーション等の案件獲得に努めましたが、開発案件の延期や縮小などが

発生した結果、売上高は2,084百万円（前期比1.8％減）となりました。

（システム運用部門）
汎用系の運用やオペレーション業務は、市場の縮小とともに価格下落が継続している

ことから、汎用系技術からネットワーク系技術への移行に継続して取り組んだ結果、売
上高は331百万円（前期比0.9％減）となりました。
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② 設備投資の状況
特記すべき事項はありません。

③ 資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
該当事項はありません。

（2）財産および損益の状況の推移

区分 2018年度
（第57期）

2019年度
（第58期）

2020年度
（第59期）

2021年度
（第60期）

売上高 （百万円） 11,313 12,055 12,282 12,971
経常利益 （百万円） 1,063 1,188 1,234 1,265
当期純利益 （百万円） 761 807 843 863
１株当たり当期純利益 （円） 97.97 103.91 108.51 111.04
総資産 （百万円） 10,284 10,839 11,535 12,156
純資産 （百万円） 7,977 8,447 9,025 9,591
自己資本比率 （％） 77.6 77.9 78.2 78.9
自己資本当期純利益率 （％） 9.8 9.8 9.7 9.3
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（3）重要な親会社および子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
該当事項はありません。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

（4）対処すべき課題
新型コロナウイルス感染症の再拡大やインフレ圧力に加えウクライナ情勢の影響懸

念により、世界経済とともに日本経済においても先行きは不透明な状況が続くものと
見込まれております。
国内ＩＴサービス市場においては、ＩｏＴ、ＡＩを活用したＩＴサービス進展等の

先進的分野への需要は継続されるものの、経済的影響からＩＴ投資全般は抑制される
可能性もあり、当社を取り巻く事業分野におきましても、顧客のコスト削減要請が続
くなどの厳しい環境が見込まれます。
このような状況の下、当社はテレワーク対応やＷｅｂ会議等の活用により、これま

で以上に顧客との綿密なコミュニケーションを図り、迅速な提案活動を強化いたしま
す。また、クラウド、ＲＰＡ等の新技術分野の案件需要に対応した開発・構築・運用
管理業務に注力いたします。これらを重点的に取り組むことで、新型コロナウイルス
感染症による事業活動の制約やインフレ圧力等によるユーザー企業のＩＴ投資抑制な
ど、業績への影響を最小限にとどめるよう努力してまいります。
中期的には優秀な人材の確保・育成と技術力の向上が重要な課題となります。当社

は引き続き効果的な採用活動を行うとともに、ジョブローテーションによるキャリア
アップを活性化するなど、高度技術者の育成やマネジメント能力、折衝力を備えたコ
アリーダーの育成を行い、当社の中枢を担っていく人材の強化を図ります。
事業展開においては、アウトソーシング事業の拡大と上流工程への移行による高付

加価値化を進めてまいります。また、ＩＴサービスのクラウド化やセキュリティ対策
への対応、多様な業種にわたる運用ノウハウを活かしたソリューションなど、当社の
強み・得意分野の向上を図り、より一層の業容拡大を目指すとともに、受注案件ごと
の採算性向上に努め、収益力の強化を図ってまいります。
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（5）主要な事業内容（2022年３月31日現在）
当社の事業は、情報サービス事業並びにこれらの附帯業務の単一事業であり、以下

の事業部門に区分しております。
部 門 名 称 事 業 内 容

ネットワークサービス部門
当部門は、オープン系サーバ、ネットワークシステムの構築、運用管理
をはじめ、各種ソフトのインストールのほか、ヘルプデスクや障害対応
など幅広いサポート業務を行っております。

シ ス テ ム 開 発 部 門
当部門は、業務系システムの設計・開発、組込み系ソフト開発・検証、
ＥＲＰ（業務パッケージ）などのソフト開発に関わる業務を行っており
ます。

シ ス テ ム 運 用 部 門 当部門は、汎用系システムの保守・運用管理を行っております。

（6）主要な事業所（2022年３月31日現在）
本 社（東京都千代田区）
東 京 支 社（東京都千代田区）
横 浜 支 社（神奈川県横浜市）
中 部 支 社（愛知県名古屋市）
大 阪 支 社（大阪府大阪市）

（7）使用人の状況（2022年３月31日現在）
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,653名 +49名 35.2歳 12.0年
（注） 使用人数は就業員数であり、他社への出向者、嘱託、契約社員、パートおよびアルバイトを含んでおり

ません。

（8）主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 110百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100百万円
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 50百万円

（9）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（2022年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 20,729,000株
（2）発行済株式の総数 8,264,850株
（3）株主数 4,272名
（4）大株主

所有者別株式の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

旭 情 報 サ ー ビ ス 社 員 持 株 会 1,117,513株 14.38％
大 槻 幸 子 420,520株 5.41％
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 323,900株 4.17％
光 通 信 株 式 会 社 316,700株 4.07％
大 槻 武 史 168,752株 2.17％
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 157,020株 2.02％
大 槻 剛 康 150,383株 1.93％
大 槻 幸 史 136,200株 1.75％
STATE STREET BANK AND TRUST CLIENT OMNIBUS ACCOUNT OM02 505002 125,000株 1.61％
小 野 一 夫 110,000株 1.42％
（注） 当社は2022年３月31日現在492,387株の自己株式を所有しており、持株比率は自己株式を控除して計

算しております。

３．新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
（1）取締役および監査役の状況（2022年３月31日現在）
氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況
田 中 博 代表取締役社長
濵 田 広 徳 常務取締役
宮 下 勇 人 取締役（人事部長兼人材開発室長）

水 野 伸 一 取締役（営業統括部長兼経営企画室長
兼技術企画室長）

髙 橋 章 近 取締役（財務経理部長兼ＩＲ室長）
田 茂 義 之 取締役（総務部長兼広報室長）
岩 田 守 弘 取締役

菱 山 玲 子 取締役
早稲田大学理工学術院
創造理工学部経営システム工学科教授
創造理工学研究科経営システム工学専攻教授
ソフトバンク株式会社社外取締役

上 関 孝 昭 常勤監査役

三 浦 州 夫 監査役
河本・三浦法律事務所代表者
住友精化株式会社社外取締役（監査等委員）
株式会社神戸製鋼所社外取締役（監査等委員）

清 水 万里夫 監査役 公認会計士清水万里夫事務所所長
株式会社千趣会社外監査役

久 保 英 資 監査役
（注）１．当事業年度中における取締役の地位および担当の異動は、以下のとおりであります。

氏 名 異 動 前 異 動 後 異動年月日

濵 田 広 徳 常務取締役
総務・広報担当 常務取締役 2021年6月23日

２．取締役岩田守弘氏および取締役菱山玲子氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
３．監査役三浦州夫氏、監査役清水万里夫氏ならびに監査役久保英資氏は、会社法第２条第16号に定め
る社外監査役であります。

４．監査役の財務および会計に関する相当程度の知見に関する事項は、以下のとおりであります。
地 位 氏 名 内 容
監 査 役 清 水 万里夫 公認会計士の資格を有しております。

５．社外役員の重要な兼職先と当社との間には、開示すべき関係はありません。
６．重要な兼職の状況に記載のない役員は、該当事項がありません。
７．当社は、取締役岩田守弘氏および取締役菱山玲子氏、監査役三浦州夫氏、監査役清水万里夫氏なら
びに監査役久保英資氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け出ており
ます。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と各取締役（業務執行取締役であるものを除く。）および各監査役は、会社法

第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契
約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としてお

ります。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は当社の取締役および監査役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規

定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、すべての被保険者
について、その保険料を全額当社が負担しております。当該保険契約は、被保険者が
会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます）に起因して損害賠償請
求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を填補するもので
す。
ただし、一定の免責額の定めを設けているほか、被保険者による違法な利益供与ま

たは犯罪行為等に起因する賠償責任については当該保険契約によっても填補の対象と
しないこととしております。

（4）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等
① 取締役および監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社の取締役報酬は、固定報酬である基本報酬と短期インセンティブとしての業
績連動報酬により構成されており、その報酬額は、株主総会で承認された報酬枠の
範囲内で金銭によりそれぞれ支給しております。
固定報酬と業績連動報酬の構成割合は、代表取締役社長が５対５、役付取締役が
６対４、兼務取締役が７対３であり、上位役位ほど業績連動報酬の割合を高める設
計としております。
社外取締役および監査役の報酬は、その役割と独立性の観点から固定報酬である
基本報酬のみとしております。
上記方針は取締役会で決定しております。なお、各監査役の報酬額は株主総会で
承認された報酬枠の範囲内で、監査役の協議により決定しております。
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② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の額は、2006年６月23日開催の第44回定時株主総会において
年額２億４千万円以内と決議されております（使用人兼務取締役の使用人分給与は
含まない）。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は５名です。
監査役の金銭報酬の額は、2006年６月23日開催の第44回定時株主総会において

年額４千万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数
は４名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
取締役会で決議された基準に基づき、株主総会後の取締役会で再一任された代表
取締役社長田中博が個人別の報酬の具体的内容を決定しております。当社全体の業
績を踏まえて取締役の評価を公正に行う者として最も適していると判断し、これら
の権限を代表取締役に委任しております。
取締役会は、当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう、上記基準に
おいて、代表取締役が社外取締役に決定理由を説明して意見を求めることとしてお
り、当該手続きを経て取締役の個人別の報酬が決定されていることから、取締役会
はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。

④ 取締役および監査役の報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(人)基本報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役
(うち社外取締役)

104
（13）

55
（12）

42
（－）

7
（1）

8
（2）

監査役
(うち社外監査役)

25
（16）

24
（15）

－
（－）

1
（1）

4
（3）

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．業績連動報酬については、企業業績と企業価値の持続的な成長を実現するため、業績結果を明確に
報酬に反映する観点から経常利益の対前事業年度増減率を指標として算定しております。当事業年
度の業績連動報酬に係る増減率は、目標値である前事業年度経常利益1,188百万円に対し3.8％増と
なりました。

３．非金銭報酬等として取締役に対して株式報酬を交付しておりません。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職の状況
「（1）取締役および監査役の状況（2022年３月31日現在）」に記載の重要な兼職の状
況のとおりであります。

② 当事業年度における主な活動状況
・取締役会および監査役会への出席状況

取 締 役 会 監 査 役 会
出席回数／開催数 出席回数／開催数

取 締 役 岩 田 守 弘 11／11 回 － 回
取 締 役 菱 山 玲 子 11／11 回 － 回
監 査 役 三 浦 州 夫 9／11 回 9／11 回
監 査 役 清 水 万里夫 11／11 回 11／11 回
監 査 役 久 保 英 資 11／11 回 11／11 回

・取締役会および監査役会における発言状況
取締役岩田守弘氏ならびに取締役菱山玲子氏は、取締役会において適宜意見を述

べ、豊富な経験と高い見識から、意思決定の妥当性、適正性を確保するための助言
および提言を行っております。
監査役三浦州夫氏、監査役清水万里夫氏ならびに監査役久保英資氏は、取締役会

において適宜意見を述べ、意思決定の妥当性、適正性を確保するための助言および
提言を行っております。また、監査役会においては、監査結果および監査に関する
重要事項の協議等について適宜発言や意見表明を行っております。
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５．会計監査人の状況
（1）名称 EY新日本有限責任監査法人

（2）報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円
当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23百万円
（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分ができませんので、上記金額にはこれらの合計
額を記載しております。

（3）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
当社監査役会は、監査項目別監査時間および監査報酬の推移ならびに過年度の監査計

画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間および報酬額の見積りの妥当性を検討
した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っておりま
す。

（4）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（5）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当すると認められる場合

は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
また、監査役会は、会計監査人が公認会計士法に違反する等 会計監査人として適当で

ないと判断される場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥
当であると判断される場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を
決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
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計算書類
貸借対照表 （単位：千円）

科 目 第59期（前期） 第60期（当期）
2021年３月31日現在 2022年３月31日現在

資産の部

流動資産 8,437,687 8,916,910

現金及び預金 5,579,855 5,443,902

売掛金 2,184,913 2,302,404

有価証券 601,076 1,099,289

仕掛品 11,977 4,541

前払費用 55,847 60,768

その他 4,017 6,003

固定資産 3,098,230 3,239,669

有形固定資産 68,748 68,066

建物 45,333 46,473

器具備品 23,414 21,592

無形固定資産 43,071 41,956

ソフトウエア 11,297 7,534

その他 31,774 34,421

投資その他の資産 2,986,411 3,129,646

投資有価証券 1,425,992 1,438,063

敷金保証金 211,524 210,847

保険積立金 660,144 759,493

前払年金費用 405,140 438,072

繰延税金資産 266,791 268,187

その他 16,817 14,982

資産合計 11,535,918 12,156,579

科 目 第59期（前期） 第60期（当期）
2021年３月31日現在 2022年３月31日現在

負債の部

流動負債 2,409,147 2,466,152

短期借入金 260,000 260,000
未払金 176,897 216,490
未払費用 464,602 512,496
未払法人税等 262,953 246,952
賞与引当金 932,760 975,420
受注損失引当金 743 －
その他 311,191 254,793

固定負債 101,080 98,590
役員退職慰労引当金 101,080 98,590

負債合計 2,510,227 2,564,742

純資産の部

株主資本 9,003,233 9,559,268
資本金 733,360 733,360
資本剰余金 624,523 624,523
資本準備金 623,845 623,845
その他資本剰余金 678 678
利益剰余金 8,017,019 8,573,081
利益準備金 144,000 144,000
その他利益剰余金 7,873,019 8,429,081
別途積立金 4,090,000 4,090,000
繰越利益剰余金 3,783,019 4,339,081

自己株式 △371,668 △371,696
評価・換算差額等 22,456 32,569
その他有価証券評価差額金 39,741 49,854
土地再評価差額金 △17,285 △17,285

純資産合計 9,025,690 9,591,837

負債純資産合計 11,535,918 12,156,579
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損益計算書 （単位：千円）

科 目
第59期（前期） 第60期（当期）
2020年４月１日から
2021年３月31日まで

2021年４月１日から
2022年３月31日まで

売上高 12,282,312 12,971,309
売上原価 9,602,318 10,191,056
売上総利益 2,679,994 2,780,253
販売費及び一般管理費 1,469,734 1,532,081
営業利益 1,210,259 1,248,172
営業外収益 26,630 19,927
受取利息 101 103
有価証券利息 5,910 10,609
受取配当金 5,260 5,430
賃貸不動産収入 996 996
助成金収入 1,680 1,340
保険解約返戻金 10,713 －
雑収入 1,968 1,448
営業外費用 2,447 2,335
支払利息 1,908 1,789
賃貸不動産費用 538 545
経常利益 1,234,442 1,265,764
特別損失 72 526
固定資産売却損 － 375
固定資産除却損 72 151
税引前当期純利益 1,234,370 1,265,237
法人税、住民税及び事業税 405,024 406,947
法人税等調整額 △14,081 △4,784
当期純利益 843,427 863,075
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株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 733,360 623,845 678 624,523 144,000 4,090,000 3,783,019 8,017,019 △371,668 9,003,233

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △307,012 △307,012 △307,012

当 期 純 利 益 863,075 863,075 863,075

自己株式の取得 △27 △27

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 556,062 556,062 △27 556,034

当 期 末 残 高 733,360 623,845 678 624,523 144,000 4,090,000 4,339,081 8,573,081 △371,696 9,559,268

評 価・換 算 差 額 等 純資産
合 計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

評価・換算差額等
合 計

当 期 首 残 高 39,741 △17,285 22,456 9,025,690

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △307,012

当 期 純 利 益 863,075

自己株式の取得 △27

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

10,112 10,112 10,112

当 期 変 動 額 合 計 10,112 － 10,112 566,147

当 期 末 残 高 49,854 △17,285 32,569 9,591,837
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監査報告書
会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2022年５月19日

旭情報サービス株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 植村 文雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前川 伸哉

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、旭情報サービス株式会社の2021年４月１

日から2022年３月31日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検
討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの
合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証
拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書にお
いて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適
切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、
監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等
が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第60期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告致し
ます。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針及び監査計画等に従い、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受

けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査方針及び監査計画等に従い、電話回線又は

インターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門及びその他の使用人等と意思疎通
を図り、情報収集及び監査環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び
使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも
に、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に関して業務及び財産の状況を調査致しました。ま
た、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体
制、その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）の運用状況を監視及び検証致しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び
その附属明細書について検討致しました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを、監視及び検証致しまし

た。また、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ説明を求めました。な
お、監査上の主要な検討事項については、会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人と協議を行うとともに、
その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書について検討致しました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月19日
旭情報サービス株式会社 監査役会

常勤監査役 上 関 孝 昭 ㊞
監 査 役 三 浦 州 夫 ㊞
監 査 役 清 水 万里夫 ㊞
監 査 役 久 保 英 資 ㊞

（注） 監査役 三浦州夫、監査役 清水万里夫、及び監査役 久保英資 は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社
外監査役であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
会場：東京都千代田区丸の内一丁目７番12号

サピアタワー ステーションコンファレンス東京 ５階 501
TEL 03-6888-8080（代表）

ＪＲ東京駅 八重洲北口改札口より徒歩３分
新幹線専用改札口（日本橋口）より徒歩１分

地下鉄 大手町駅Ｂ７出口よりすぐ
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